（第一面）
第１号様式（第５条関係）
　令和　　年　　月　　日　
（あて先）
広　島　市　長
申請者　　〒　　　－
住　所　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　－　　　　－　　　　
令和６年度広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助金交付申請書
令和　　年度広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助事業について、補助金の交付を受けたいので、広島市住宅・建築物土砂災害対策改修補助金交付要綱第５条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。
また、この申請書の内容について、暴力団排除のため、関係する官公庁へ照会する場合があることに同意します。
なお、複数年度にわたる事業において、予算の状況により、補助金を交付できない場合があることに同意します。
記
１　交付申請額
　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円
２　事業の分類
　　□単年度事業　　　□複数年度事業（令和　　年度開始　令和　　年度完了予定）
３　交付申請額の算出方法等
	
	全体計画
	年度別計画

	
	
	令和　年度
	令和　年度

	Ａ１　補助対象経費の額
	円
	円
	円

	Ａ２　補助対象経費の上限額(要綱第４条第２項による額)
	３，３６０，０００円
	円
	円

	Ｂ　　上記Ａ１、Ａ２のいずれか小さい額の２３％の額
	円
	円
	円

	Ｃ　　交付申請額

（Ｂの額の１，０００円未満切捨てとしてください。）
	円
	円
	円


４　事業の着手予定年月日
令和　　年　　月　　日
５　事業の完了予定年月日（完了報告予定日）
令和　　年　　月　　日
（第二面）
６　補助対象住宅等の概要
	建物名称
	

	所在地
	（地名地番）

広島市　　　　　区

（住居表示）

広島市　　　　　区

	建物用途
	

	構造・規模
	構　　造
	造

	
	階　　数
	地上　　　階　・　地下　　　階

	
	延べ面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡


７　土砂災害対策改修の概要等（予定含む）
	土砂災害対策改修の内容

（該当に✔してください。）
	□外壁補強　　　□門・塀の築造

	構造設計を行った建築士
	事務所名称
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	（　　　　）　　　　―

	
	事務所登録番号
及び登録年月日
	知事登録第　　　　　　　　号
年　　月　　日登録

	
	建築士氏名
	

	
	建築士登録番号
	級建築士　　第　　　　　　号

	施工者
	名称
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	


８　添付資料（添付しない書類は、二重線で消してください。）
⑴　補助対象住宅等に係る登記事項証明書その他補助対象住宅等の所有者が確認できるもの（申請日から３月以内に交付されたものに限る。）
⑵　補助対象住宅等の所有者（区分所有されている補助対象住宅等にあっては、すべての区分所有者）について、本市市税の滞納がないことを証する書類（申請日から３月以内に交付されたものに限る。）
⑶　区分所有されている住宅等にあっては、補助対象住宅等の管理を行う団体の総会の決議書
⑷　補助対象住宅等の付近見取図、配置図（土砂災害特別警戒区域内であることが分かる図を含む。）、各階平面図、立面図、断面図、構造図、建築基準法施行令第８０条の３の規定への適合検討書及び現況外観写真
⑸　補助対象住宅等の建築時期が確認できる書類（他の書類と兼ねることができる。）

⑹　土砂災害対策改修の計画が建築基準法施行令第８０条の３の規定に適合することを、建築士法第２条第２項の規定による１級建築士又は同条第３項による２級建築士であって土砂災害対策改修に係る構造設計を行った建築士以外の者が、証した書類（別記第２号様式。次の確認済証を添付する場合は、省略することができる。）
⑺　建築基準法の規定による確認済証（確認の申請が必要な場合に限る。）

⑻　土砂災害対策改修に係る工事費の見積書（土砂災害対策改修に併せて、リフォームなどの他の工事を行う場合は、土砂災害対策改修に係る工事費とその他の工事に係る工事費が内訳として分かるものとしてください。）
⑼　土砂災害対策改修に係る構造設計を行った建築士の免許証

⑽　消費税の課税事業者である場合、課税事業者届出書
⑾　その他市長が必要と認める書類
　　
受付番号第　　　　号





※１　２の補助対象経費の額は、補助対象住宅等の土砂災害対策改修に係る工事費（土砂災害対策改修に併せて、リフォームなどの他の工事を行う場合は、土砂災害対策改修に係る工事費のみが補助対象経費です。）で工事施工者に支払う予定の額です。


※２　補助金に消費税仕入控除税額がある場合には、これを減額して申請してください。


※３　補助金の交付申請書は年度ごとに提出してください。








※　全体設計承認を受けているものは、⑻及び⑾に掲げる書類並びに年度ごとの工程及び出来高が確認できる書類を添付するものとします。











